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明 細 書

発明の名称 ：

入力操作用のダイァログ表示可否判定方法及び計算機システム

技術分野

[0001 ] 本発明は、端末の操作者の入力操作におけるダイアログ表示可否を判定す

る方法に関する。特に、ダイアログの表示によって操作者の業務を妨害する

可能性を防ぐ方法に関する。

背景技術

[0002] 情報処理関連の資産管理、あるいは、ソフトウェアの配布機能に関して、

端末の操作者の負担を考慮 した技術が特許文献 1 に開示されている。この特

許文献 1 は、利用者 （端末の操作者）の負荷を軽減するソフトウェア更新シ

ステ厶であり、ソフトウェアの利用状況から利用者毎に、使用頻度に基づい

てソフ卜ウェア更新の頻度を調整する。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 9 _ 2 1 7 5 1 7 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0004] 情報処理関連の資産管理、あるいは、ソフトウェアの配布などの操作が利

用者 （端末の操作者）に負担を与えるケースは様々であり、例えば、ソフト

ウェア配布機能 （対話型インス ト一ル形式のソフ卜ウェアを配布する場合）

、又は、情報関連の資産の利用者情報入力機能においても、利用者の業務上

の都合を考慮せずに、管理者が一方的なタイミングで実施 した場合、利用者

に操作を求めたり、業務中にダイアログが表示されることで、利用者の業務

を妨害 し、負荷を与えることになる。

[0005] しかし、特許文献 1 の示される従来技術では、システムからのソフトゥェ

ァ更新の頻度を下げることで利用者の負荷を下げることが可能であるが、ソ



フ卜ウェア更新のタイミングで利用者の業務を妨害する可能性を防ぐことは

できない。また、特許文献 1の技術は、新規ソフトウェアの配布や情報処理

関連の資産管理の入力には適用できない。
[0006] 本発明は、端末の操作者の入力操作における状況に基づいて、操作者の作

業に必要なダイアログの表示タイミングを制御することを目的とする。

課題を解決するための手段
[0007] 開示するダイアログ表示可否判定方法は、端末への入力操作に応答した、

端末での過去のソフ卜ウェア利用状況を記録し、記録した過去のソフトウェ

ァ利用状況と端末での現在のソフ卜ウェア利用状況とを比較し、前記比較の

結果に応じて、入力操作用のダイアログを表示する。

発明の効果
[0008] 本発明によれば、操作者の作業に必要なダイアログの表示タイミングを制

御できる。

図面の簡単な説明
[0009] [図1]本実施例における計算機システムの構成図である。

[図2]ユーザ情報テ一プルの構成を示す図である。

[図3] グループ情報テ一プルの構成を示す図である。

[図4] ソフトゥェァ情報テ一プルの構成を示す図である。

[図5]操作履歴情報テーブルの構成を示す図である。

[図6]解析用情報テ一プル （動的生成）の構成を示す図である。

[図7]解析結果テ一プル （動的生成）の構成を示す図である。

[図8]本実施例における処理概要を示す図である。

[図9]管理プログラムの処理フローチヤ一卜である。

[図10]管理クライアン卜プログラムの処理フローチヤ一卜である。

[図11]管理クライアントプログラムの処理フローチヤ一卜（図1 0 の続き）

である。
[図12]ダイアログ表示を実行すべきかを判定する処理のフローチヤ一卜であ

る。



[ 図 13] 管理 プログラムが、操作者 の操作結果 を格納 す る処理 フロ一チ ヤ一 卜

であ る。

[ 図 14] タイ ミング判定情報 を作成 す る処理 の フローチ ヤ一 卜であ る。

[ 図 15] 操 作者 の機器 を選択 す る画面例 であ る。

[ 図 16] 操 作 メニ ュー を選択 す る画面例 であ る。

[ 図 17] 実施 す るタイ ミングを選択 す る画面例 であ る。

[ 図 18] 操 作者 の端末 の画面例 であ る。

発明を実施するための形態

[001 0] ( シ ス テ ム構成 ）

図 1 は、本実施例 における計算機 シ ス テ ム （以下、 シ ス テ ム ） の構成 図であ

る。 システムは、管理 用サーバ 1 0 0 と複数 の操作者 の端末 1 6 0 a _ 1 6

0 d が ネ ッ 卜ワー ク 1 5 0 を介 して接続 されている。

[001 1] 管 理 用サーバ 1 0 0 は、管理者 が入 出力操作 を行 う入 出力デバ イス 1 2 0

、 記憶装置 であ るメモ リ/ H D D 1 1 0 、 C P U 1 3 0 、 及び ネ ッ 卜ワー ク

1 5 0 へ の I F であ る N I C 1 4 0 を有 す る。 メモ リ/ H D D 1 1 0 には

、管理 用サーバ 1 0 0 における動作 の主体 であ る管理 プログラム 1 1 1 、 及

び各操作者 の端末 にプログラム を配布 す る配布対象 プログラムのィ ン ス 卜一

ラ 1 1 2 を含 む プログラム と、 ユーザ情報 1 1 3 、 ソフ トウェ ア情報 1 1 4

、解析 用情報 （動 的生成 ） 1 1 5 、 グル ー プ情報 1 1 6 、操作履歴情報 1 1

7 、 及び解析結果 （動 的生成 ） 1 1 8 を含 む各種情報 が格納 されている。解

析 用情報 1 1 5 、 及び解析結果 1 1 8 は、後述 す るよ うに、管理 プログラム

1 1 1 の実行 に伴 って動 的 に生成 され る

操作者 の端末 1 6 0 は、操作者 が入 出力操作 を行 う入 出力デバ イス 1 8 0

、 記憶装置 であ るメモ リ/ H D D 1 7 0 、 C P U 1 9 2 、 及び ネ ッ 卜ワー ク

1 5 0 へ の I F であ る N I C 1 9 1 を有 す る。 メモ リ/ H D D 1 7 0 には

、操作者 の端末 1 6 0 における動作 の主体 であ る管理 クライアン トプログラ

厶 1 7 1 、 アプ リケー シ ョン A 1 7 2 、 アプ リケー シ ョン ン B 1 7 3 、 及び

配布 された プログラム 1 7 4 を含 む プログラム と、 タイ ミング判定情報 1 7



5 が格 納 されて い る。

[001 2 ] な お、 以後 の説 明で は 「a a a テ 一 プル 」、 「a a a リス ト」、 「a a a

D B 」、 「a a a キ ュー」等 の表現 を用 い るが、 これ ら情報 は必 ず しもテ 一

プル、 リス ト、 D B 、 キ ュー、 等 のデ ー タ構 造以 外 で表現 されて もよい。 そ

のため、 デ ー タ構 造 に依 存 しな い ことを示 すため に 「a a a テ 一 プル 」、 「

a a a リス ト」、 「a a a D B 」、 「a a a キ ュー」等 につ いて 「a a a

報 」 と呼ぶ こともあ る。

[001 3 ] さ らに、各情報 の 内容 を説 明す る際 に、 「識別情報 」、 「識別 子」、 「名

」、 「名前 」、 「I D 」 とい う表現 を用 い るが、 これ らにつ いて は互 い に置

換 が可能 であ る。

[0014] 以後 の説 明で は、 「プ ログラム」 を主語 と して説 明す る場合 があ るが、 プ

ログラム は プ ロセ ッサ によ って実行 され る ことで定め られた処理 をメモ リ及

び通信 ポ ー ト （通信制御 デバ イス） な どを用 いなが ら行 うため、 プ ロセ ッサ

を主語 と した説 明 と して もよい。 また、 プ ログラム を主語 と して開示 された

処理 は管理 サ ーバ等 の計算機 、情報 処理装 置 が行 う処理 と して もよい。 また

、 プ ログラム に一部 また は全 て は専 用ハ 一 ドウエ アによ って実現 されて もよ

い。

[001 5] また、各種 プ ログラム は プ ログラム配布 サ ーバ や、 計算機 が読 み取 り可能

な言己'1¾メデ ィ ア (computer-readab l e memory med i a) に よ って各 言十算機 にイ ン

ス トール されて もよい。 この場合、 プ ログラム配布 サ ーバ は C P U と記憶 資

源 を含 み、 記憶 資源 は さ らに配布 プ ログラム と配布 対象 であ る プ ログラム を

記憶 して い る。 そ して、 配布 プ ログラム を C P U が実行 す る ことで、 プ ログ

ラム配布 サ ーバ の C P U は配布 対象 の プ ログラム を他 の計算機 に配布 す る。

[001 6 ] な お、管理 計算機 は入 出力デバ イス を有 す る。 入 出力デバ イスの例 と して

はデ ィス プ レイ とキ一ボ 一 ドとポ イ ンタデバ イスが考 え られ るが、 これ以 外

のデバ イスであ って もよい。 また、 入 出力デバ イスの代替 と して シ リアル イ

ンタ一 フェースや イーサ ネ ッ ト （登録商標 ） イ ンタ一 フェース を入 出力デバ

イス と し、 当該 イ ンタ一 フェース にデ ィス プ レイ又 はキ一ボ 一 ド又 はポ イ ン



タデバイスを有する表示用計算機 を接続 し、表示用情報 を表示用計算機 に送

信 した り、入力用表示情報 を表示用計算機 か ら受信することで、表示用計算

機 で表示 を行 った り、入力を受け付 けることで入出力デバイスでの入力及び

表示 を代替 してもよい。

[001 7] なお、情報処理 システムを管理 し、表示用情報 を表示する一つ以上の計算

機 の集合 を管理 システム と呼ぶ ことがある。管理計算機 が表示用情報 を表示

する場合 は管理計算機 が管理 システムである、 また、管理計算機 と表示用計

算機 の組み合わせ も管理 システムである。 また、管理処理の高速化や高信頼

化のために複数の計算機 で管理計算機 と同等の処理 を実現 してもよ く、 この

場合 は当該計算機 （表示 を表示用計算機 が行 う場合 は表示用計算機 も含め）

が管理 システムである。

[001 8] (各種情報）

図 2 は、各ユーザに関する情報 （操作者であるユーザのプロファイル情報）

を格納 したユーザ情報テ一プル 1 1 3 であ り、ユーザ毎 に、ユーザ I D 1 1

3 a 、 ユーザ名 1 1 3 b 、 ユーザが所属する部署 1 1 3 c 、役職 1 1 3 d 、

及び職種 1 1 3 e が格納 されている。 これ らの情報 は、管理者 による入力、

情報処理関連の資産の利用者情報入力機能 による操作者か らの情報取得、あ

るいは、Act i ve Di rectory 連携 による情報取得 によ り作成 される。ユーザ と

は、端末 1 6 0 を操作する操作者である。

[001 9] 図 3 は、 グループ情報テ一プル 1 1 6 であ り、 グループ情報テ一プル 1 1

6 を構成する 3 つのテ一プル （a ) 、 （b ) 、 （c ) は、各ユーザの所属部

署 1 1 6 a _ 2 、役職 1 1 6 b _ 2 、及び職種 1 1 6 c _ 2 のそれぞれにつ

いて、部署 I D 1 1 6 a _ 1 、役職 I D 1 1 6 b _ 1 、職種 I D 1 1 6 c -

1 を対応付 けた情報であ り、図 2 に示 したユーザ情報テ一プル 1 1 3 に、新

たなユーザに関するデータを追加する際に必要 に応 じて作成 される。 グルー

プ情報テ一プル 1 1 6 は、本実施例では必須の情報ではないが、本実施例の

システムを効率 よ く動作 させ るために必要な情報である。

[0020] 図 4 はソフ 卜ウェア情報テ一プル 1 1 4 であ り、各 ソフ 卜ウェアのソフ 卜



ウェア I D 1 1 4 a とソフ トウェア名称 1 1 4 b とを対応付 けたテ一プルで

あ り、ィンベ ン 卜リ情報収集機能で各操作者の端末か らソフ 卜ウェア情報 を

収集 して作成 される。

[0021 ] 図 5 は操作履歴情報テ一プル 1 1 7 であ り、各操作者の端末 1 6 0 への入

力や操作に対する操作結果 と操作状況を、各操作者の端末か ら受信 して格納

するテ一プルである。操作履歴情報テ一プル 1 1 7 は、 このテ一プルにおけ

る各 レコ一 ドを識別する番号である操作 I D 1 1 7 a 、操作者のユーザ I D

1 1 7 b 起動中のソフ 卜ウェア 1 1 7 c (図 4 に示 したソフ トウェアの I

D 1 1 4 a ) 最前面で使用中 （アクテ ィブ）のソフ 卜ウェア 1 1 7 d (操

作画面の階層における最上位画面に対応するソフ 卜ウェアの I D ) 、最前面

で使用中のソフ トウェアの稼働時間 1 1 7 e (稼働時間の単位の 「s 」は秒

、 「m」は分、 「h 」は時間である）、操作時刻 1 1 7 f (操作開始の時刻

) 、及び操作結果 1 1 7 g ( 「〇K 」又は 「N G 」）で構成 される。

[0022] 図 6 は、各操作者の端末 1 6 0 の操作に応 じて動的に生成 され、所定の時

間間隔でデータが更新 される解析用情報テ一プル 1 1 5 である。解析用情報

テ一プル 1 1 5 は、起動中のソフ トウェアに関する情報 を格納 したテ一プル

( a ) 、最前面で使用中のソフ トウェアに関する情報 を格納 したテ一プル （

b ) 、及び操作時刻に関する情報 を格納 したテ一プル （c ) を含む。

[0023] テ一プル （a ) は、 このテ一プルにおける各 レコー ドを識別する番号であ

る操作 I D 1 1 5 a _ 1 、操作者のュ一ザ I D 1 1 5 a _ 2 、 この操作に関

連するソフ 卜ウェアの I D 1 1 5 a _ 3 〜 1 1 5 a _ 8 、及び操作結果 1 1

5 a _ 9 で構成 される。

[0024] テ一プル （b ) は、 このテ一プルにおける各 レコー ドを識別する番号であ

る操作 I D 1 1 5 b _ 1 、操作者のュ一ザ I D 1 1 5 b _ 2 、 この操作に関

連するソフ 卜ウェアの I D 1 1 5 b _ 3 〜 1 1 5 b _ 8 、及び操作結果 1 1

5 b _ 9 で構成 される。

[0025] テ一プル （c ) は、 このテ一プルにおける各 レコー ドを識別する番号であ

る操作 I D 1 1 5 c _ 1 、操作者のユーザ I D 1 1 5 c _ 2 、端末の操作時



刻 1 1 5 c _ 3 〜 1 1 5 c _ 6 、及び操作結果 1 1 5 c _ 7 で構成される。

[0026] 解析用情報テ一プル 1 1 5 のテ一プル （a ) 、 （b ) 及び （c ) は、図 5

の操作履歴情報テ一プル 1 1 7 に基づいて作成される。操作結果 1 1 5 a —

9 、 1 1 5 b _ 9 、及び 1 1 5 c _ 7 には、操作履歴情報テ一プル 1 1 7 の

捜査結果 1 1 7 g に応 じて、すなわち操作結果が 「〇K 」の場合は 「1」が

格納され、操作結果が 「N G」の場合は 「_ 1 」が格納される。テ一プル （

a ) のソフ トウェアの I D 1 1 5 a —3 〜 1 1 5 a —8 において、起動中の

ソフ トウェアに対 しては 「1」が格納され、起動 していないソフ トウェアに

対 しては 「0 」が格納される。テ一プル （b ) のソフ 卜ウェアの I D 1 1 5

b _ 3 〜 1 1 5 b _ 8 については、最前面で使用中のソフ トウェアに対 して

は 「1」が格納され、他のソフ トウェアに対 しては 「0 」が格納される。テ

—プル （c ) の操作時刻 1 1 5 c _ 3 〜 1 1 5 c _ 6 に関 しては、端末 1 6

0 を操作 した時間を含む時間帯に 「1」を格納 し、それ以外の時間帯には 「

0 」を格納する。

[0027] 図 7 は、各操作者の端末 1 6 0 の操作に応 じて動的に生成され、所定の時

間間隔でデータが更新される解析結果テ一プル 1 1 8 である。起動中のソフ

卜ウェアに関する情報を格納 したテ一カ レ （a ) 、最前面で使用中のソフ ト

ウェアに関する情報を格納 したテ一プル （b ) 、稼働時間の平均に関する情

報を格納 したテ一プル （c ：) 、及び操作時刻に関する情報を格納 したテープ

ル （d ) を含む。

[0028] テ一プル （a ) は、起動中のソフ トウェアに関する情報を格納 し、操作者

の所属部署 1 1 8 a _ 1、操作者の役職 1 1 8 a _ 2 、操作者の職種 1 1 8

a _ 3 、及びこの操作者の操作に関連するソフ トウェアの I D 1 1 8 a - 4

〜 1 1 8 a —9 で構成される。各ソフ 卜ウェアの I D 1 1 8 a —4 〜 1 1 8

a _ 9 に対応 したカラムには、たとえば後述する回帰分析によって得 られた

、各ソフ トウェアの回帰係数の値が格納される。

[0029] テ一プル （b ) は、最前面で使用中のソフ トウェアに関する情報を格納 し

、テ一プル （a ) と同様の構成を有 し、操作者の所属部署 1 1 8 b _ 1、操



作者の役職 1 1 8 b — 2 、操作者の職種 1 1 8 b _ 3 、及び この操作者の操

作に関連するソフ 卜ウェアの I D 1 1 8 b _ 4 〜 1 1 8 b _ 9 で構成 される

o 各 ソフ 卜ウェアの I D 1 1 8 b _ 4 〜 1 1 8 b _ 9 に対応 したカラムには

、たとえば後述する回帰分析 によって得 られた、各 ソフ トウェアの起動の可

否に関する回帰係数の値が格納される。

[0030] テ一プル （c ) は、稼働時間の平均 に関する情報 を格納 し、テ一プル （a

) と同様の構成 を有 し、操作者の所属部署 1 1 8 c — 1 、操作者の役職 1 1

8 c _ 2 、操作者の職種 1 1 8 c _ 3 、及び この操作者の操作に関連するソ

フ 卜ウェアの I D 1 1 8 c — 4 〜 1 1 8 c — 9 で構成 される。各 ソフ トゥェ

ァの I D 1 1 8 c _ 4 〜 1 1 8 c _ 9 に対応 したカラムには、各 ソフ トウェ

ァの稼働時間の平均が格納される。

[0031 ] テ一プル （d ) は、操作時刻に関する情報 を格納 し、テ一プル （a ) と同

様の構成 を有 し、操作者の所属部署 1 1 8 d — 1 、操作者の役職 1 1 8 d —

2 、操作者の職種 1 1 8 d _ 3 、及び この操作者の操作に関連するソフ トゥ

エアの I D 1 1 8 d —4 〜 1 1 8 — 9 で構成 される。各 ソフ 卜ウェアの I D

1 1 8 d _ 4 〜 1 1 8 d _ 9 に対応 したカラムには、たとえば後述する回帰

分析 によって得 られた、各 ソフ 卜ウェアの起動の可否に関する回帰係数の値

が格納される。

[0032] これ らのテ一プル （a ) 、 （b ) 、 （c ) 及び （d ) は、図 6 の解析用情

報テ一プル 1 1 5 を元に した解析結果に基づいて作成 される。

[0033] 操作者の端末 1 6 0 毎 に、図 7 の 4 つのテ一プル （a ) - ( d ) のそれぞ

れで該当する行 （レコー ド）を抽出 したものが後述する 「タイミング判定用

情報」であ り、管理用サーバ 1 0 0 か ら各操作者の端末 1 6 0 に送付 される

[0034] テ一プル （a ) の 「起動中のソフ トウェア」及びテ一プル （b ) の 「最前

面で使用中のソフ トウェア」に関 しては、数値 （回帰係数）が高いソフ トゥ

エアほど、そのソフ 卜ウェアを起動中または最前面で使用中だった場合 に、

操作者が操作する確率が高いと判定する （回帰係数は、 一 1 〜十 1 の値であ



る。）。なお、回帰分析以外の分析方法を用いた場合は、その分析方法に応

じて、数値が低いソフ トウェアほど、操作者が操作する確率が高い場合があ

る。要は、操作者が操作する確率又は正規化 した確率が得 られれば良く、他

の分析方法を用いてもよい。テ一プル （d ) の 「操作時刻」においては、数

値が高い時間帯ほど、操作者が操作する確率が高いと判定する。

[0035] テ一プル （c ) の 「稼働時間の平均」は、テ一プル （b ) の 「最前面で使

用中のソフ 卜ウェア」を用いて操作可否を判定する際に使用される。

[0036] 図 7 の解析結果テ一プル 1 1 8 では、それぞれのデータを、操作者の部署

、役職、職種ごとにグルーピングして解析 し結果を示 したが、グルーピング

を行わずに、操作者毎、又は全体で一つのグループとして解析することもで

きる。そのような場合は、管理者が、予め画面上でグルーピングに関する基

準 （図 7 のようにグルーピングするか、操作者毎にグルーピングするか、全

体で一つのグループとするかなどの基準）を選択できるようにする。

[0037] (処理の説明）

本実施例における処理の概要を図 8 に示す。

[0038] 管理用サーバ 1 0 0 と複数の操作者の端末 1 6 0 とをネッ卜ワーク 1 5 0

を介 して接続 したシステムにおいて、以下の処理を行う。 （ ）内の図番は

、当該処理のフローを示す図面の番号である。

( 1 ) 管理用サーバ 1 0 0 は、管理者による入出力デバイス 1 2 0 を介 した

画面操作により、端末 1 6 0 の操作者に依頼する操作の内容を入力する。依

頼する操作の内容は、各端末 1 6 0 に送信される。 （図 9 )

( 2 ) 各端末 1 6 0 は、管理用サーバ 1 0 0 から送信された操作内容に基づ

いて端末の操作を実行する。 （図 1 0 、図 1 1 )

( 3 ) 端末 1 6 0 は、上記 （2 ) の処理中に、後述するタイミング判定情報

に基づいて、ダイアログの表示タイミングの制御を行い、その操作結果を管

理サーバ 1 0 0 に送信 し、管理用サーバ 1 0 0 は、受信 した操作結果を格納

する。 （図 1 2 、図 1 3 )

( 4 ) 管理用サーバ 1 0 0 は、受信 した操作結果を解析 （回帰分析） し、解



析結果か ら （新たな）タイミング判定情報 を生成 して、各端末 1 6 0 に送信

する。各端末 1 6 0 は受信 した （新たな）タイミング判定情報 に基づいて、

上記 （3 ) で参照するタイミング判定情報 を更新する。 （図 1 4 )

以上の処理 を、所定の時間間隔で繰 り返す。

[0039] 図 9 は、管理用サーバ 1 0 0 の管理 プログラム 1 1 1 の処理 フローチヤ一

卜であ り、管理者の画面操作を受けて操作者の端末 に操作を依頼する処理 （

図 8 の （1 ) ) を示す。

[0040] 管理者の入出力デバイス 1 2 0 を介 した操作に応答 して、管理 プログラム

1 1 1 は、操作者の端末 1 6 0 に操作を依頼するための情報 を取得する （9

0 1 ) 。取得する情報は、具体的には、操作の実施タイミング、操作内容、

及び、実施タイミングが 「即座に実施」でない場合の、操作の実施期限であ

る。

[0041 ] 上記の、管理者の操作に対応する画面表示の例 を図 1 5 、図 1 6 、及び図

7 に示す。

[0042] 図 1 5 は、種 々の機器 （端末） とその機器 （端末）を使用 している操作者

に関する情報 を対応させた機器一覧が表示され、管理者は、機器一覧の中か

ら操作を依頼する機器 （端末 1 6 0 ) を選択する。更に、図 1 5 の右下の 「

操作メニュー」を指示すると、図 1 6 に示すように、操作の一覧 （例えば、

ソフ トウェア配布、利用者情報入力、のメニューの内容）が表示されるので

、その一覧の中か ら管理者は操作の内容を選択する。操作の内容のうち、 「

ソフ トウェア配布」を選択すると、更に、図 1 7 に示すように、 ソフ トゥェ

ァ配布のタイミングを指示するための画面が表示されるので、管理者は、実

施タイミングを入力する。図 1 7 では、実施タイミングと しては、 「（端末

1 6 0 の）操作者のタイミングに合わせて実行」が選択 され、更に、期限が

設定され、具体的な期限の日時が入力された場合 を示 している。

[0043] 説明を図 9 に戻す。図 1 7 に示 したように管理者の操作によって指示され

た実施タイミングが 「即座に実施」かどうかを判定 し （9 0 2 ) 、即座に実

施の場合はステ ツプ 9 0 4 に進み、実施タィミングが、 「操作者のタイミン



グに合わせて実行」の場合は、図 7 に示 した解析結果テ一プル 1 1 8 から、

端末毎に、属するグループのタイミング判定用情報を取得する （9 0 3 ) 。

即ち、もっとも最近取得 したグループごとの、タイミングに関する情報を取

得する。

[0044] 管理プログラム 1 1 1 は、図 1 6 に示 したように、管理者の操作によって

指示された操作内容がソフ トウェア配布かどうかを判定 し （9 0 4 ) 、操作

内容がソフ トウェア配布の場合は、配布対象プログラムを取得 し （9 0 5 )

、図 1 5 に示 したように選択 した端末に、以下の内容を操作命令 （図 8 の操

作内容）として送付する （9 0 6 ) 。即ち、操作命令として配布対象プログ

ラムのインス トーラ、タイミング判定用情報 （ある場合）、及び期限 （ある

場合）を送付する。

[0045] ステップ9 0 4 において、操作内容が利用者情報入力依頼であれば、図 1

5 に示 したように選択 した端末 1 6 0 に、以下の内容を操作命令として送付

する （9 0 7 ) 。即ち、操作命令として利用者情報入力依頼、タイミング判

定用情報 （ある場合）、及び期限 （ある場合）を送付する。

[0046] 図 1 0 は、操作者の端末 1 6 0 側の管理クライアン トプログラム 1 7 1 の

処理フローチヤ一 卜であり、管理プログラム 1 1 1 から依頼された操作を実

行する処理 （図 8 の （2 ) ( 3 ) ) を示す図である。

[0047] 管理クライアン トプログラム 1 7 1 は、管理用サーバ 1 0 0 の管理プログ

ラム 1 1 1 から操作命令 （操作内容）を受信する （1 0 0 1 ) 。

[0048] 管理クライアン トプログラム 1 7 1 は、操作命令の中のタイミング判定用

情報の有無を判定 し （1 0 0 2 ) 、タイミング判定用情報がなければステツ

プ 1 0 0 6 に進み、タイミング判定用情報があれば、タイミング判定用情報

を用いて、管理者が指示 した操作の内容を実行すべきかどうかを判定する （

1 0 0 3 ) 。本ステップの詳細は、図 1 2 を用いて後述する。判定の結果が

「実行〇K 」または 「実行 N G」を判定 し （1 0 0 4 ) 、管理クライアン ト

プログラム 1 7 1 は、 「実行〇K 」であれば次のステップ 1 0 0 6 に進み、

「実行 N G」であれば 5 分程度 （端末の操作を想定 して 5 分程度としている



が、時間は任意である。）待 ってか ら、再度ステ ップ 1 0 0 3 を実行する。

[0049] なお、図示を省略するが、操作命令の中に期限が設定され、 「実行 N G 」

であ り、 5 分程度待つと、期限を超える場合、タイミング判定用ステ ップ 1

0 0 4 の判定を 「実行 〇K 」 とする。

[0050] 管理者が指示 した操作の内容が、図 1 6 に示 したように、管理 クライ ア ン

卜プログラム 1 7 1 は、 「ソフ 卜ウェア配布」あるいは 「利用者情報入力依

頼」の何れかを判定 し （1 0 0 6 ) 、操作内容が 「ソフ トウェ ア配布」であ

れば、操作命令に含まれる、配布対象プログラムのイ ンス ト一 ラを、操作者

の確認に応答 して起動 し （1 0 0 7 ) 、操作内容が 「利用者情報入力依頼」

であれば、利用者情報入力のダイアログを表示する （1 0 0 8 ) 。図 1 8 に

、管理 プログラム 1 1 1 か ら、操作内容が 「ソフ トウェア配布」の操作命令

を受信 してイ ンス 卜一 ラを起動 した際の操作者の端末 1 6 0 の画面例を示す

[0051 ] 操作者が上記の操作内容を実施 した後で、図 1 1 に示すように、管理 クラ

イアン 卜プログラム 1 7 1 は、操作結果を判定 し （1 1 0 1 ) 、操作結果に

応 じて以下の 3 つの処理の何れかを実行する。

[0052] 操作結果が 「実施」の場合、以下に示す結果を管理 プログラム 1 1 1 に通

知する。即ち、操作結果 （〇 κ ) 、最前面で使用中のソフ トウェア情報、上

記 （最前面で使用中のソフ トウェ ア） の稼働時間、起動中のソフ トウェ ア情

報、及び操作時刻を通知する （1 1 0 2 ) 。

[0053] 操作結果が拒否の場合、以下に示す結果を管理 プログラム 1 1 1 に通知す

る。即ち、操作結果 （N G ) 、最前面で使用中のソフ トウェ ア情報、上記 （

最前面で使用中のソフ トウェ ア） の稼働時間、起動中のソフ トウェ ア情報、

及び操作時刻を通知する （1 1 0 3 ) 。

[0054] 5 分程度操作がな しの場合、以下に示す結果を管理 プログラム 1 1 1 に通

知する。即ち、操作結果 （N G ) 、最前面で使用中のソフ トウェ ア情報、上

記 （最前面で使用中のソフ トウェ ア） の稼働時間、起動中のソフ トウェ ア情

報、及び操作時刻を通知 し （1 1 0 4 ) 、その後、再度、操作結果を判定す



る （1 1 0 1 ) 。

[0055] 図 1 2 は、管理クライアン トプログラム 1 7 1 が、タイミング判定用情報

を元にダイアログ表示 （操作内容）を実行すべ きかを判定する処理 （図 1 0

の 1 0 0 3 ) のフ口一チヤ一 卜である。

[0056] 管理 クライアン トプログラム 1 7 1 は、以下の情報を含む、端末 1 6 0 の

操作 ログ情報を操作中の端末 1 6 0 か ら収集する。即ち、最前面で使用中の

ソフ トウェア情報、上記 （最前面で使用中のソフ トウェア）の稼働時間、及

び起動中のソフ トウェア情報を収集する （1 2 0 1 ) 。

[0057] 管理 クライアン トプログラム 1 7 1 は、起動中のソフ トウェア情報 と、タ

イミング判定用情報 （起動中のソゥフ 卜ウェア関連）を用いて、操作可否を

決めるための値を計算する （計算 1 ) ( 1 2 0 2 ) 。

[0058] 管理 クライアン トプログラム 1 7 1 は、計算 1 の結果が所定値 （0 . 5 )

以上かどうかを判定 し （1 2 0 3 ) 、所定値以上であればステ ップ 1 2 1 0

に進み、所定値以下であれば、現在時刻 と、タイミング判定用情報 （操作時

刻関連）を用いて、操作可否を決めるための値を計算する （計算 2 ) ( 1

0 4 ) 。

[0059] 管理 クライアン トプログラム 1 7 1 は、計算 2 の結果が所定値 （0 . 5 )

以上かどうかを判定 し （1 2 0 5 ) 、所定値以上であればステ ップ 1 2 1 0

に進み、所定値以下であれば、最前面で使用中のソフ トウェア情報 と、タイ

ミング判定用情報 （最前面で使用中のソフ トウェア関連）を用いて、操作可

否を決めるための値を計算する （計算 3 ) ( 1 0 6 ) 。

[0060] 管理 クライアン トプログラム 1 7 1 は、計算 3 の結果が所定値 （0 . 5 )

以上かどうかを判定 し （1 2 0 7 ) 、所定値以上であればステ ツプ 1 2 0 8

に進み、所定値以下であれば、操作否 （実行 N G ) と判断 して処理を終了す

る （1 2 1 1 ) 。

[0061 ] 管理 クライアン トプログラム 1 7 1 は、計算 3 の結果が所定値以上であれ

ば、タイミング判定用情報 （稼働時間の平均）か ら平均時間を取得 し （1 2

0 8 ) 、平均時間以上、時間が経過 しているかどうかを判定 し （1 2 0 9 )



、平均時間以上、時間が経過 していれば、操作可 （実行O K ) と判断 し （1

2 1 0 ) 、平均時間以上、時間が経過 していなければ、操作否 （実行 N G )

と判断 し （1 2 1 1 ) 、処理を終了する。

[0062] 図 1 3 は、管理用サーバ 1 0 0 の管理プログラム 1 1 1 が、操作者の端末

1 6 0 から受信 した情報 （操作結果）を格納する処理フロ一チヤ一 卜である

[0063] 管理プログラム 1 1 1 は、操作者の端末 1 6 0 から、図 5 に示 した、操作

者のユーザ I D 1 1 7 b 対応の操作履歴を受信する （1 3 0 1 ) 。受信する

操作履歴には、操作結果 （O K またはN G ) 、最前面で使用中のソフ トゥェ

ァ情報、上記 （最前面で使用中のソフ トウェア）の稼働時間、起動中のソフ

卜ウェア情報、及び操作時刻が含まれる。これらの受信 した操作履歴情報を

操作履歴情報テ一プルに挿入する （1 3 0 2 ) 。

[0064] 図 1 4 は、管理用サーバ 1 0 0 の管理プログラム 1 1 1 が、 1 日 1 回程度

の頻度 （1 日 1 回程度は目安であり、頻度は任意である。）で、操作履歴情

報テ一プルを解析 して、タイミング判定用情報を新たに作成する処理 （図 8

の （4 ) ) のフローチヤ一 卜を示す。

[0065] 管理プログラム 1 1 1 は、図 5 に示 した操作履歴情報テ一プル 1 1 7 を元

に、図 6 に示 した解析用情報テ一プル 1 1 5 を作成する （1 4 0 1 ) 。次に

、管理プログラム 1 1 1 は、図 3 に示 したグループ情報テ一プル 1 1 6 から

グループを抽出する （1 4 0 2 ) 。

[0066] 管理プログラム 1 1 1 は、 「部署= x 」、 「役職 = y 」、 「職種= z 」の

全組み合わせについて、以下のステツプ 1 4 0 4 〜 1 4 0 7 を実行する。

[0067] 解析用情報テ一プル 1 1 5 から、グループ （たとえば、部署 I D = 1、役

職 I D = 1、職種 I D = 1 のグループ）に属するユーザの情報 （ユーザ I D

) を抽出する （1 4 0 4 ) 。回帰分析を実施 し、回帰係数を求める （1 4 0

5 ) 。回帰分析における計算の詳細は、後述する。

[0068] 図 7 に示す解析結果テ一プル 1 1 8 に、上記のステツプ 1 4 0 5 で求めた

回帰係数を格納する （1 4 0 6 ) 。更に、図 7 に示す解析結果テ一プル 1 1



8 に、最前面で使用中のソフトウェアに関して、ソフトウェア毎の稼働時間

の平均を格納する （1 4 0 7 ) 。

[0069] ここで、回帰分析によるタイミング判定用情報の作成手順を説明する。

[0070] ユーザの数をn、ソフトウェアの個数をP としたとき、操作結果とプログ

ラムの起動/ 使用可否の関係は、式 （1 ) のように表される。

[007 1] [数1]

W(i) = ∑ = ak -x (i) (ί= 1~ π 、ηはュ一ザの数、Pはソフトウェアの儸数） （1 )

W(i) ：ュ一ザ の操作結果（Ο Κ の場合は1、 ならば一1)、
ak :ソフトウェアkの回帰係数(相関係数）、
xk ：ユーザiがソフトウェアkの起動 使用の可否(0/ 1)

[0072] 式 （1 ) には、操作結果とソフトウェアとの相関を示すソフトウェアの回帰

係数が含まれている。

[0073] それぞれの回帰係数を最適化するために、式 （2 ) に示すように、実際の

操作結果とプログラムの起動/ 使用可否との二乗誤差の平均σ が、最小とな

る条件から、それぞれの回帰係数の最適値を求める。
[0074] [数2]

(W(i) ∑ ak -x (i) } ) 2 (2)

= 0 より（k = 1〜P)、iak} のうち、どの因子(ak) が大きいかを計算する。
dak

→どのソフトウェアの影響が大きいかが分かる。
( ak jがタイミング判定用情報）

[0075] このようにして求めた回帰係数の値が大きい程、その値に対応するソフトゥ
エアの操作結果に対する影響が大きいかどうかがわかる。

[0076] 上記のように求めた各ソフトウェアの回帰係数と、使用中 （起動中）のソ
フ卜ウェアのフラグ （使用中の場合は1、不使用の場合は—1 ) を用いて、

式 （3 ) に示す計算を行って、操作可否の値 （_ 1〜+ 1 ) を求め、これに

基づいて、図1 2 のステップ1 2 1 0 または1 2 1 1の操作の可否が判定さ

れる。



[0077] [数3]

Υ= Α ·Χ1+B-X2 + C-X3 + D-X4+E-X5 + F-X6 (3)
Υ :操作可否の値（一1~ + 1)
Χ1〜Χ6:使用中のソフトウェアのフラグ(使用中の場合は1、不使用の場合は一1)
A~F: タイミング判定情報(使用中のソフトウェア)の値（回帰係数(上記のak))

[0078] たとえば、操作者 （「A部」 「課長」 「管理」）が使用中のソフトウェアが、

図 7 (b) のソフトウェア 1 0 2 と 1 0 6 の場合、操作可否の値は、Y=-0. 6*0

+0. 4*1 +0*0+0*0+0. 1*0+0. 4*1 =0. 8となって所定値 ( 0 . 5 ) より大の値であ

るため、操作可と判断する。

[0079] 所定の操作時刻 （時間帯）における操作の可否の判定の場合は、使用中の

ソフトウェアのフラグの代わりに、時間帯を用いる。操作時刻の場合は、上

記のx k ( i ) の代わりに、時間帯 y k ( i ) を用いる。例えば、図6 の （c ) の

ように、 y ，( i ) = 9 : 0 0 - 1 2 : 0 0 , y 2 ( i ) = 1 2 : 0 0 - 1 5

: 0 0 , y 3 ( i ) = 1 5 : 0 0 - 1 8 : 0 0 , y 4 ( i ) = 1 8 : 0 0 —2

1 : 0 0 (時間帯の個数P=4) とする。

符号の説明
[0080] 1 0 0 : 管理用サーバ、 1 1 0 、 1 7 0 ：メモリ/ H D D、 1 1 1 : 管理

プログラム、 1 1 2 ：配布対象プログラムのインス トーラ、 1 1 3 ：ュ一ザ

情報、 1 1 4 ：ソフ卜ウェア情報、 1 1 5 : 解析用情報、 1 1 6 : グループ

情報、 1 1 7 : 操作履歴情報、 1 1 8 : 解析結果、 1 2 0 、 1 8 0 : 入出力

デバイス、 1 3 0 、 1 9 2 : C P U、 1 4 0 、 1 9 1 ：N I C、 1 6 0 : 操

作者の端末、 1 5 0 : ネットワーク、 1 7 1 ：管理クライアントプログラム

、 1 7 2 ：アプリケーシ ョンA、 1 7 3 ：アプリケーシ ョン B、 1 7 4 : 配

布されたプログラム、 1 7 5 : タイミング判定用情報



請求の範囲

端末への入力操作 に応答 した、前記端末での過去の ソ フ 卜ウェア利

用状況 を記録 し、記録 した前記過去の ソ フ 卜ウェア利用状況 と前記端

末での現在の ソ フ 卜ウェア利用状況 とを比較 し、前記比較の結果 に応

じて、入力操作用のダイアログを表示することを特徴 とするダイァロ

グ表示可否判定方法。

前記端末の操作者のプロフアイル情報 によってグループ化 し、現在

の操作者 を含むグループの操作者 による前記端末での過去の ソ フ トゥ

エア利用状況 を前記過去の ソ フ 卜ウェア利用状況 とすることを特徴 と

する請求項 1 に記載のダイアログ表示可否判定方法。

前記入力操作用のダイアログを表示する期限を設定 し、前記比較の

結果 に応 じて、前記入力操作用のダイアログを表示 しないとき、前記

期限までに前記入力操作用のダイアログを表示することを特徴 とする

請求項 2 に記載のダイァ口グ表示可否判定方法。

管理用サーバ と、端末 とがネ ッ 卜ワークを介 して接続 された計算機

シ ス テ ム における前記端末の入力操作用のダイァ ログ表示可否判定方

法であ って、

前記管理用サーバは、前記端末の操作命令 を、前記端末 に送信 し、

前記端末 は、前記管理用サーバか らの前記操作命令 を受信 し、前記

端末での過去の ソ フ 卜ウェア利用状況 と前記端末での現在の ソ フ トウ

エア利用状況 とを比較 して得 られた第 1 のタイミング判定情報 に基づ

いて、前記操作命令 を実行するためのダイアログを表示することを特

徴 とするダイァ ログ表示可否判定方法。

前記端末 は、前記操作命令の実行可否 を含めた操作結果 を前記管理

サーバ に送信 し、

前記管理用サーバは、前記操作結果 を受信 し、受信 した前記操作結

果 を解析 し、解析結果 に基づいて第 2 の前記タィミング判定情報 を生

成 し、生成 した前記第 2 のタイミング判定情報 を前記端末 に送信 し、



前記端末 は、前記第 2 のタイミング判定情報 を受信 し、受信 した前

記第 2 のタイミング判定情報 を用いて、前記第 1 のタイミング判定情

報 を更新することを特徴 とする請求項 4 に記載のダイァ口グ表示可否

判定方法。

[ 請求項6] 前記操作結果の解析 に回帰分析 を用いることを特徴 とする請求項 5

に記載のダイアログ表示可否判定方法。

[ 請求項7] 前記操作命令の内容は、前記管理用サーバか ら前記端末への ソ フ トウ

エア配布、 または前記端末への利用者情報入力依頼 であることを特徴

とする請求項 6 記載のダイァ口グ表示可否判定方法。

[ 請求項8] 操作命令 を送信する管理用サーバ、及び、

前記管理用サーバ と接続 し、前記管理用サーバか らの前記操作命令

を受信 し、過去の ソ フ 卜ウェア利用状況 とソ フ 卜ウェア利用状況 とを

比較 して得 られた第 1 のタイミング判定情報 に基づいて、前記操作命

令 を実行するためのダイアログを表示する端末

を有することを特徴 とする計算機 シ ス テ ム。

[ 請求項 9] 前記端末 は、前記操作命令の実行可否 を含めた操作結果 を前記管理

サーバ に送信 し、

前記管理用サーバは、前記操作結果 を受信 し、受信 した前記操作結

果 を解析 し、解析結果 に基づいて第 2 の前記タィミング判定情報 を生

成 し、生成 した前記第 2 のタイミング判定情報 を前記端末 に送信 し、

前記端末 は、前記第 2 のタイミング判定情報 を受信 し、受信 した前

記第 2 のタイミング判定情報 を用いて、前記第 1 のタイミング判定情

報 を更新する

ことを特徴 とする請求項 8 に記載の計算機 シ ス テ ム。

[ 請求項 10] 前記操作結果の解析 に回帰分析 を用いることを特徴 とする請求項 9

に記載の計算機 シ ス テ ム

[ 請求項 11] 前記操作命令の内容は、前記管理用サーバか ら前記端末への ソ フ トウ

エア配布、 または前記端末への利用者情報入力依頼 であることを特徴



とする請求項 1 0 に記載の計算機 シ ス テ ム。
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